
名古屋市交通局土木工事における週休２日制工事試行要綱 

（趣旨） 

第１条 建設業界では、若手技術者の確保・育成を中心とした将来の担い手確保が重要な課

題となっており、建設現場における労働環境の改善が求められている。この要綱は、建設

業の労働環境改善に向けた意識向上を図るとともに、週休２日の普及に取り組むため、名

古屋市交通局所管の土木工事における週休２日制の試行にあたり必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）週休２日制工事 工事開始日から工事完了日までの対象期間において、土曜日及び

日曜日（以下「休日」という。）を現場閉所し、就業者が休業できるよう取り組む工

事。 

（２）発注者指定型 週休２日制工事のうち第３条に基づき発注者が対象工事を指定し、

企業の労働環境改善に対する意識向上と休日の現場閉所を図るもの。 

（３）受注者希望型 週休２日制工事のうち受注者自らが本要綱の趣旨に沿った取り組み

を希望するものに対し、発注者指定型と同様の制度を適用し、労働環境改善に対する

意識向上と休日の現場閉所を図るもの。 

（４）対象期間 工事開始日から工事完了日までの期間のうち、非対象期間を除いた期

間。 

（５）非対象期間 準備期間（工事開始日から現場着手日までの期間）、後片付け期間

（施工終了後から工事完了までの期間）、夏季休暇（３日間）、年末年始休暇（６日

間）、工場製作等の現場不稼働期間、工事事故等による不稼働期間、天災（豪雨、出

水、地震等）に対する突発的な対応期間、その他受注者の責によらず現場作業を余儀

なくされる期間。 

（６）現場着手 現場事務所の設置、測量、資機材の搬入、仮設工事の開始等、現場で作

業を開始すること。 

（７）現場閉所 巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除

き、現場事務所での事務作業を含め、一日を通して現場や現場事務所が閉鎖されてい

る状態をいう。 

（８）契約依頼 会計課長に契約を依頼することをいう。 

（対象工事） 

第３条 週休２日制工事の対象は次の各号全てを満たす工事とする。 

（１）単価契約以外 

（２）施工量に対して十分な工期の確保が見込まれる 

（３）契約工期が概ね３か月以上 

（４）工程が現場条件に大きく制約されない 



（５）緊急性がない 

２ 発注者指定型の対象工事は、前項のほか、次の各号を満たす工事とする。 

（１）入札予定価格が１，０００万円以上（一般競争入札）の工事 

（２）「週休２日制工事の試行に関する特記仕様書（発注者指定型）」を添付し発注する

工事 

３ 受注者希望型の対象工事は、同条第１項のほか、次の各号を満たす工事とする。 

（１）入札予定価格が１，０００万円以上（一般競争入札）の工事 

（２）「週休２日制工事の試行に関する特記仕様書（受注者希望型）」を添付し発注する

工事 

（３）対象期間が概ね４週間以上 

（４）工事契約後、休日の現場閉所計画が分かる実施工程表を含む施工計画書を提出し、

監督員が認めた工事 

４ 対象工事である旨等の明示は、特記仕様書の添付のほか、設計書の設計説明に「週休２

日制工事（○○型）対象工事」と記載する。また、発注者指定型の場合は、工事件名の末

尾に「（週休２日）」を付け加える。なお、明示のない工事については対象としない。 

（取組内容） 

第４条 週休２日制工事の受注者は、対象期間の土曜日及び日曜日を現場閉所し、就業者の

休業が図れるよう配慮するものとする。 

２ 現場条件などに伴いやむを得ず休日に作業を行う必要が生じた場合には、監督員と協議

の上、前後１０日間の期間において現場閉所日を設けるものとする。 

３ 受注者は、下請負業者に対し週休２日制工事の取り組みの趣旨を伝え、協力を依頼する

こと。 

４ 受注者は、公衆の見やすい場所に試行工事である旨を明示する。記載内容は次の例を基

本とし、大きさはＡ３サイズ以上とする。 

（ 記載内容の例 ） 

５ 監督員は、現場着手前に休日取得計画・実績表（様式１）を受注者より受領し、週休２

日が確保されていることを確認する。また、「対象期間」の設定として、現場着手日及び

週休２日制試行工事

 この工事は、建設産業の労働環境を改善
するため、週休２日の普及に取り組む工事
です。 

        発注者：名古屋市交通局 
        施工者：○○建設（株） 



必要に応じて工場製作のみを実施した期間などの対象外とする期間を受注者と協議により

決定する。 

６ 監督員は、現場着手後、工程計画の見直し等が生じた場合には、その都度、全体工程表

及び休日取得計画・実績表（様式１）を受注者より受領し、現場閉所の状況を確認する。 

７ 受注者は、毎月７日までに現場閉所の実施日を記載した前月の休日取得計画・実績表

（様式１）を監督員に提出し、監督員は、受注者から提出のあった前月の休日取得計画・

実績表（様式１）等により、定期的に対象期間内の現場閉所日数を確認する。 

８ 監督員は、休日の現場閉所に伴う工程の遅延などがないか日常的に確認するとともに、

前項に基づき受注者から提出された休日取得計画・実績表（様式１）を確認する。 

９ 受注者は、対象期間終了後、すみやかに休日取得計画・実績表（様式１）と休日取得実

施確認報告書（様式２）を監督員に提出する。 

１０ 工事成績評定については、対象期間の休日の現場閉所が１００％実施できた場合にお

いて、０．８点の加点を行う。 

１１ 経費の補正については、休日の現場閉所の状況の区分に応じて、次の補正係数により

経費の定を行うものとする。なお、現場閉所の達成率が７５．０％に満たない場合の補正

は行わないものとする。 

（１）補正係数 

【休日の現場閉所率 １００％】 

・労務費      １．０５ 

・機械経費（賃料） １．０４ 

・共通仮設費率   １．０４ 

・現場管理費率   １．０６ 

【休日の現場閉所率 ８７．５％以上、１００％未満】 

・労務費      １．０３ 

・機械経費（賃料） １．０３ 

・共通仮設費率   １．０３ 

・現場管理費率   １．０４ 

【休日の現場閉所率 ７５．０％以上、８７．５％未満】 

・労務費      １．０１ 

・機械経費（賃料） １．０１ 

・共通仮設費率   １．０２ 

・現場管理費率   １．０３ 

（２）補正方法 

① 発注者指定型 

 当初設計から休日の現場閉所が１００％達成した場合の補正係数により各経費に乗

じていることから、現場閉所の実施状況を確認後、現場閉所が１００％に満たない場

合は、補正分を減額し変更契約するものとする。 

② 受注者希望型 

 休日の現場閉所の実施状況を確認後、最終変更設計時に現場閉所状況の区分に応じ



て各経費を補正し変更契約するものとする。 

（契約変更手続き） 

第６条 労務単価補正による契約変更に係る契約依頼は契約終了日の２０日前までに行い、

契約変更は現場作業完了後から工期末までの期間内で行う。ただし、契約変更の手続きを

現場作業完了前に始める場合は、受注者と十分に協議を行い週休２日達成の見込みを立て

た上で行う。 

（特記仕様書等） 

第７条 発注者指定型及び受注者希望型の工事において適用する特記仕様書は、それぞれ、次

のとおりとする。 

  ・別紙「週休２日制工事の試行に関する特記仕様書（発注者指定型）」 

  ・別紙「週休２日制工事の試行に関する特記仕様書（受注者希望型）」 

附則 

 この要綱は令和２年７月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は令和３年１１月３０日から施行する。 


